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研究成果の概要（和文）：オリンピアンを対象とするオリンピック教育は、オリンピズムや嘉納治五郎の理解を含む7
つの中核的内容とスポーツに関する現代的課題を含む2つの発展的内容で構成される必要がある。またこれらの内容を
学習する形態としては、7種類の実践のスキームを提示した。初学者レベルのオリンピアンに対するオリンピック教育
では、ワークシート付きのテキストは教材として有効である。オリンピアンによる学校や市民のオリンピック教育への
還元のためには、オリンピアン自身の実践知を言語化・体系化する学習が行われていることが望ましい。この学習には
、思考と創造性を喚起する学習および表現活動等のアクティブ・ラーニングが有効である。

研究成果の概要（英文）：The Olympic Education for Olympians should be constituted by seven core contents 
including understanding of Olympism and Jigoro Kano and two advanced contents including contemporary 
sports-related problems. In the leaning devices of these contents, seven kinds of experimental scheme of 
practice were suggested. Text with work sheets and activity sheets is a useful educational tool in the 
Olympic Education for Olympians at a new learner’s level. It is recommended that Olympians learn about 
verbalization and systematization of their practical wisdom in order to give back Olympic Education for 
school students and/or local community. In this type of learning，which evoke an idea and creativity and 
active leaning including expression activity is effective.

研究分野：体育・スポーツ史
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１．研究開始当初の背景 
 研究代表者は、これまで研究協力者らとと
もにオリンピック教育の内容について、学校
教育現場における諸外国の実態を把握した
上で、学校教育に適した教材の内容や各教科
の関連性を検討するとともに、日本の実情に
あった教材開発と授業モデルの作成を行っ
てきた（「近代オリンピックの教育的意義に
関する研究」（平成 11−13年度、基盤研究（B2）、
研究代表者真田久）、「オリンピック教育の実
践に向けた教材開発と授業形成に関する研
究−東アジア・オセアニア諸国と連係して−」
（平成 15−18年度、基盤研究（B2）、研究代
表者真田久）。この研究成果は東京都による
2016年オリンピック大会招致活動を契機に、
都内の初等・中等教育機関における教育実践
に還元されている。諸外国における近年の先
行研究においては、オリンピック教育の目的
や狙いの明確化が図られ、より具体的な授業
モデルの構築に寄与する成果が出されてい
る(Jim Parry, 2005)(Roland Naul, 2008)。し
かし、これらの先行研究は、オリンピック教
育の展開の場を専ら学校教育システムとの
融合の観点から捉えており、オリンピアンが
競技生活において実践的に経験し、体感した
実践知としてのオリンピズムを言語的・理論
的レベルで捉えなおすことを「オリンピック
教育」として位置づけてはこなかった。 
 一方、オリンピックの創設者であるピエー
ル･ド･クーベルタン(Pierre de Coubertin)の
理念およびそれを引き継いだ現在のオリン
ピック・ムーブメントにおいては、オリンピ
ックに出場した選手は、オリンピズムの根本
原則に記された生き方の体現者として位置
づけられてきた（Olympic Charter 2007年
改定版以降）。したがって、オリンピアンが
自らの社会的使命を認識し、引退後も社会貢
献のための実践的活動の道が開かれている
ことは、オリンピック・ムーブメントにとっ
て、非常に重要である。しかし、競技成績の
向上をめざす生活の中で、現役選手がオリン
ピズムやオリンピック・ムーブメントの理解
を深めることには、時間的・物理的環境の確
保が困難な現状がある。そのため、彼らの現
役引退後に、選手の実践知としてのオリンピ
ズムを言語的・理論的レベルで捉え直す契機
が提供されるとともに、これを社会に還元す
るための具体的方策を検討することが、現実
的な課題解決策であると考えられた。 
 近年の引退後の選手を対象とする検討は、
選手自身の具体的な社会生活のためのセカ
ンド・キャリア教育に関する研究が多くみら
れる。ところが、彼らの人生の根幹を形成す
る経験を価値づけ、その内容を次世代に引継
ぐという社会的貢献の方策に関する検討は、
未だ深められていない。選手の実践知の社会
的還元は、引退後の個々の選手の積極的取り
組みに任されており、その実践知の理論化・
体系化への研究レベルでの支援はほとんど
なされていない。ただし、国際スポーツ組織

の実践事例としては、IOCによるユース・オ
リンピック競技大会でのオリンピアンのア
ンバサダート起用、国内スポーツ組織では、
日本サッカー協会による JFA こころのプロ
ジェクト「夢先生」や日本オリンピック委員
会による「JOCオリンピック教室」など、先
駆的事例が散見された。 
 
２．研究の目的 
（1）本研究における「オリンピアンを対象
としたオリンピック教育」の定義 
① オリンピズムおよびオリンピック・ムーブ
メントに関する学習を通じ、オリンピアン
が選手として経験したオリンピズムの実
践知を言語的・理論的レベルで捉え直す段
階 
② オリンピアンが自らの実践知と従来のオ
リンピック教育研究で検討されてきた教
育内容を融合させ、学校教育やスポーツ組
織が実践する児童・生徒を対象としたオリ
ンピック教育の場に還元する活動（オリン
ピアンによるオリンピック教育）を行うこ
とにより、より高次の理解に到達する段階 

 
（2）研究の目的 
① オリンピアンが経験してきた実践知とし
てのオリンピズムを言語的・理論的レベル
で捉えなおす契機を提供するオリンピッ
ク教育、すなわち、オリンピアンを直接の
対象とする拡大するような教育内容を検
討する 
② 上記①の研究成果を応用し「オリンピアン
によるオリンピック教育」として実践可能
なスキームを検討する 

 
（3）研究期間内の具体的課題 
① オリンピアンを対象とするオリンピック
教育の内容とその教材開発および授業モ
デルの構築 
② オリンピアンによる教育実践のための基
礎知識と演習方法の検討 
③ 国際的スポーツ組織および諸外国におけ
るオリンピアンを対象とするオリンピッ
ク教育実践事例の収集と分析 
④ 上記③で収集・分析した既存の実践事例を
ふまえ、①を試験的に実施し、得られたフ
ィードバックにもとづき「オリンピアンに
よるオリンピック教育」として実践可能な
スキーム（実施計画・実践の枠組み・期待
される実践成果と課題の明確化）を開発 

 
３．研究の方法 
 4 年間の研究期間のうち、最初の 2 年間は
課題①〜③の検討を行った。このために研究
組織を 3分割し、研究分担ごとに資料収集お
よび研究成果のまとめを行った。3 年目は 3
分割した研究組織の成果を統合するための
協議によって、さらなる課題を発見し、課題
④における試験的実施が可能なレベルまで
教育内容・教材開発・授業モデルの具体化を



図った。最終年には、3 年目までに作成され
た成果をもとに、試験的実施を行った。なお、
この試験的実施は、3 年目までの教育内容・
教材開発・授業モデルの検証プロセスにおい
ても、実施した。 
 
４．研究成果 
（1）オリンピアンを対象とするオリンピッ
ク教育の内容 
 4 年間の検討を通じ、オリンピアンを対象
とするオリンピック教育は、以下の 7つの中
核的内容と 2つの発展的内容という 9項目で
構成される必要があると結論づけられた。 
＜中核的内容＞ 
① 古代オリンピックに関する知識 
② 近代オリンピックの創設とクーベルタン
の理念の理解 
③ オリンピズムと嘉納治五郎の思想 
④ オリンピック憲章の理解 
⑤ オリンピック（スポーツ）の価値の理解 
⑥ 多様性と国際協力 
⑦ パラリンピックに関する知識 
＜発展的内容＞ 
① オリンピック・ムーブメントとスポーツ
を通じた平和と開発 
② 国内外のスポーツを取り巻く現代的課題
の理解 
 
（2）オリンピアンを対象とするオリンピッ
ク教育の教材 
 以下の 5つの形態の教材を教育対象となる
オリンピアンの学習環境や地理的・時間的制
約に応じて柔軟に使い分ける必要性がある
と結論づけられた。 
① 学校教育向けに作成・活用されてきたもの
と同種のテキスト形式 
② 近年 IOC が学校教育向けに開発したもの
と同種のワークシート付きテキスト 
③ 映像教材および文化資源（過去のオリンピ
ック大会やオリンピック教育、オリンピア
ンに関連する歴史的物品） 
④ アクティブ・ラーニング（課題提示により
思考と創造性を喚起する学習、ディスカッ
ション、プレゼンテーション、その他の表
現活動）を可能にするテキスト・デジタル
情報・博物館展示などの新しい機能を備え
た教材 
⑤ 地理的・時間的制約がある教育対象向けの
E-ラーニングに適合した教材 
 
（3）学習者／教育実践者としてのオリンピ
アンを対象とするオリンピック教育におけ
る教材の有効的な活用 
 JOC が主催する「オリンピック教室」(オリ
ンピアンが小学校でオリンピック教育を実
践する場)および「オリンピアン研修会」(オ
リンピアンがオリンピック教育を受ける場)
「オリンピック親子チャレンジ」「オリンピ
ックデーラン」等のオリンピック教育事業に
参加したアスリートに対するオリンピック、

オリンピズム理解の変化とオリンピアン自
身に対する効果に関する聞き取り調査を実
施し、さらに研究代表者・分担者が所属する
教育研究機関において学生を対象に教材を
活用した結果、以下が明らかになった。 
① オリンピック・ムーブメントやオリンピズ
ムに関し初学者であるオリンピアンの場
合には、上記の教材のうち①②③のような
従来学校教育現場でも活用されてきたも
のを使用することは有効である。 
② 中核的教育内容 7項目について、一定程度
の理解を深めたオリンピアンが「オリンピ
アンによるオリンピック教育」を実践する
ために、自らの実践知を言語化・体系化し
て、他者に伝えるためのスキルを身につけ
るためには、④の教材を利用することがも
っとも有効である。 
③ 中核的内容の一部および発展的内容は、国
内外の社会的状況に応じて変化するため、
迅速に内容の更新がなされ、随時閲覧が可
能な⑤のタイプの教材が維持管理され、オ
リンピアンが自主的に学ぶことが可能に
なることが望ましい。 
  
（4）国際的スポーツ組織および諸外国にお
けるオリンピアンを対象とするオリンピッ
ク教育実践事例 
 本研究では、インスブルック冬季ユース五
輪（オーストリア）、ロンドン五輪（イギリ
ス）、ソチ冬季五輪（ロシア）における教育・
文化プログラム、第 8回 IOC スポーツ・文化・
教育世界会議等のオリンピック関連行事・国
際会議等を通じて、オリンピアン教育に関す
る情報収集と分析を行った。また研究分担者、
研究協力者の研究ネットワークを通じ、カナ
ダ・オーストラリア・ドイツにおける国内オ
リンピック委員会または国内オリンピッ
ク・アカデミー、国際ピエール・ド・クーベ
ルタン委員会加盟委員の関係する活動につ
いて情報収集を行った。 
 この結果、一般市民に向けた教育的プログ
ラムは実施されていたものの、オリンピアン
がこれらに参加し、自ら学ぶとともに彼らの
オリンピアンとしての体験や実践知が還元
されるような場は設けられていなかった。 
 この点でJOCによる「オリンピアン研修会」
および「オリンピック教室」、JFA こころのプ
ロジェクト「夢先生」のような日本国内で実
施されているオリンピアンを対象とする教
育実践およびその成果の学校教育現場への
還元は、世界的にみても好事例になり得ると
考えられた。 
 一方、IOC や EU においては、オリンピアン
をはじめとするトップ・アスリートを対象と
する教育の必要性は本研究の申請を行った
時期以上に重視されるようになった。EUでは
2012 年以降、トップ・アスリートに対するデ
ュアル・キャリア教育の推進を政策として掲
げ、アスリートに対するキャリア支援と同時
に、アスリートがスポーツの価値を体現する



存在として社会に貢献することの重要性が
認識されている。また、教育の対象をアスリ
ートだけでなく、アントラージュ（指導者・
保護者などアスリートの身近な関係者）に拡
げる必要性も認識されるようになった。IOC
は世界中のアスリートが知識を得るための
ツールとして E-ラーニングサイト“Athlete 
Learning Gateway”を開設した。この実践は
従来見られなかった新しいものであるが、そ
の内容は競技や選手活動に必要な知識を獲
得し、自らの動機付けを高めることを目的と
した内容に留まっている。 
 
（5）「オリンピアンを対象とする／によるオ
リンピック教育」実践のスキーム 
 研究成果（1）〜（4）を踏まえ、試験的実
施を行った結果、以下の 7つの実践形態別の
スキーム（実施計画・実践の枠組み・期待さ
れる実践成果と課題の明確化）を体系化し蓄
積した。 
① 1 泊 2日または 2泊 3日の合宿型 
② 学校教育期間内短時間型 
③ 連続講座型 
④ 国際交流活動・文化プログラム参加型 
⑤ イベント開催型 
⑥ アクティブ・ラーニング型（ワークショッ
プ、討議タイプの教育プログラム導入） 
⑦ 博物館・展示の教育機能活用型 
 研究最終年度には、これら 7つに体系化し
た教育実践をオリンピアン教育の対象の属
性・社会的背景・世代等が多様であることを
踏まえ、オリンピアン・一般・初中等教育機
関教員・小学校～大学までの生徒･学生を設
定し、計 32 回実施した。 
 また、この研究成果を JOC 等のスポーツ組
織にフィードバックすることにより、社会的
に還元した。 
 
（6）研究成果のまとめ 
 現在、日本では 2020 年東京オリンピック・
パラリンピック大会の開催に向け、学校教育
現場・地域等において、オリンピック・ムー
ブメントに関する理解を深めるための教育
活動への社会的要請が高まっている。本研究
により、オリンピアンが教育活動に関わりな
がら、このような要請に応えることを可能に
するための具体的な教育内容とスキームが
得られた。その一方、本研究を通じ、この社
会的要請に対応するための課題も見出すこ
とができた。それは、次の 2点にまとめるこ
とができる。 
① 教育活動への参画が可能なオリンピアン
に関する情報がデータベース化されてい
ないために、本研究が検証したスキームを
応用したとしても、高まる社会的要請に対
応することへの限界が生じる 
② オリンピアンを対象とする／によるオリ
ンピック教育において、映像教材や文化資
源を有効活用するための国内の研究・教育
拠点が存在しないため、研究成果を効率的

に社会的に還元することができない状況
にある。 
 たとえばIOCや他のスポーツ先進国の場合
には、これらの課題に対応可能な措置として、
スポーツ博物館を併設したオリンピック・ム
ーブメントの研究・教育拠点を設置したり、
スポーツ博物館に研究・教育機能を持たせ、
教育用教材の開発や各種資料のデータベー
ス化を進めている。またそのうちのいくつか
の実践では、これらの対応を国の政策レベル
で支援している。日本では、スポーツ先進国
の多くが取り組んでいる、競技力向上のため
のスポーツ医科学的支援とトレーニング施
設の設置は進められており、その成果が発揮
されている。その一方で、トップ・レベルの
アスリートや彼らの身近な関係者である指
導者・保護者に対し、スポーツの価値を十分
に理解し、社会のロールモデルとなる人間を
育成するための仕組みを設けることができ
ていない。トップ・アスリートによる禁止薬
物利用・賭博・暴力・性暴力その他の社会的
事件が発生している国内状況を勘案すれば、
国レベルの支援によるアスリートへの教育
活動を実現すること、さらには教育を受けた
アスリートが参画して、教育成果が社会に還
元される仕組みが必要であると考えられる。 
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